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教育投資効率の会計的測定
酉　澤　　脩
1．教育投資効率の会計的測定の重要性と困難性
　r教育の時代」を迎え，政府，企業及び家計における教育費の支出が急増し
つつある。三和銀行調査部長の乾忠氏の試算によれば，政府・地方公共団体の
教育関係支出は，昭和45年度から昭和53年度までの8年問に年率19％で増加L，
家計からの支出は同16％，企業の支出（直接費のみ）は同19％と，いずれもこ
の閻の名目GNPの成長率13．6％を大幅に上回るテンポで増加したと推定され
る。名目GNPに対する教育費の比率も昭和45年度の5．6％から，昭和53年度
には7．6％に上昇した。昭和53年度のわが国の教育費支出総額は，公財政から
10兆8，000億円，家計から5兆円，企業部門から2，000億円で，総計16兆円に
のぽったと捷計される。
　これらの推計額のうち比較的明確に把握しうる教育費の支出内容を表記Lて
みると，第1表のとおりである。これば，総理府家計調査，労働省調査，文部
省調査を基に教育サービス洪給者の収入より同氏が逆算推計Lたものである
（乾忠稿r多様化する教育マーケヅト」r日本経済新聞』昭和55年6月23目）。一
これから，学校教育費に対して学外教育費の伸びが顕薯であり，一余暇型・実務
型の学外教育費が急増している。これから，第1図のように教育形態が伝統的
学校教育から学外へと急速に広がりつつある事実を知ることができる。
　たとえば，杜会教育審議会ば，すでに昭和39年7月17日にr大学開放の促進
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第1表教育サービス供給額の試算
年　度 45年 53年 60年 53／45年 60／53年
単　　位 年額（億円） 年額（億円） 年額（億円） 年伸び率α） 年伸び率（％）
学校教育費 31，O00 122，000278，000 18．7 12．5
学外教育費 3，150 13，700 36，000 20．2 14．8
遼学関連 700 3，500 8，500 22．3 13．5
余暇型 1，700 7，200 19，500 19．8 15．3
実務型 750 3，OOO 8，OOO 18．9 15，O
合　　計 34，150 135，700314，O00 18．8 12．7
（注）乾忠稿「多様化する教育マーケット」より（第2図も同じ）
第1図　学外へと広がる教育二一ズ
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について」と題する答申を文都犬臣に提出し，文部省は，大学の一般成人への
開放を促違してきた。早稲田大学でも，昭和55年4月より早稲田犬学エクステ
ソショソ事業準備室を新設し，Uni∀ersity　Extension活動を試験的に実施し
てきたが，昭和56年4月からは早稲田大学エクステンショソセンターとして
本格的活動を開姶することとたった。
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　他方，昭和54年7月には，目本経営教育学会が設立され，「経営考・管理老
の実践能カを育成するための経営教育の研究」（会則第2条）が着々と推遼され
つつある。その一環とLて会計教育研究部会が設置され，「会計教育の現状と
教育投資の会計的測定」が昭和55年12月に中間報告されるまでに至った（同学
会第5回関東部会，早稲田大学）。
　そもそも，企業会計は，古来，生産・販売・管理にのみ研究対象を隈定し，
投資といえば設傭投資が意味されるにすぎなかった。研究投資効率や広告投資
効率の会計的測定が試みられるようになったのも近年のことにすぎない（たと
えぱ，①拙著r研究開発費の会計と管理』白桃書房，昭和55年刊，②同r研究
開発費管理』白桃書房，昭和43年刊，③同r研究開発費会計』白桃書房，昭和
38年刊，④同r広告費の効率管理』日本経営出版会，昭和43年刊）。前記のよ
うな教育時代を迎えた今日では，教育投資効率の会計的測定をも試みることが
不可欠である。
　しかしながら，教育投資劾率の会計的測定は，内外においても完全に未開拓
であり，その重要性さえ認識されていない。それ故，この間題は，多年の年月
と多数の研究者の総合研究によってのみ解決しうるものであり，本稿では，あ
えてその一石を投ずるにすぎ肢い。
2．教育投資の費用効果分析の概念と種類
　それはともかく，教育投資効率（Educational　Investment　E揃ciency：E）
は，次式のように，教育投資（Educationa1Investment：I）と教育効果
（Educational　Uti肚y：口）の比として測定すべきことは，異論の余地はない
（第2図参照）。
　　　　　　　　　　　　　教育効果（u）　　　教育投資劾率（E）＝　　　　　　　　　　　　　教育投資（I）
　このようなIとuの比を高めることが，r教育投資の効率性の向上」であり，
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　　　　第2図　教育投資効率の測定式
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その方法には次の2法がある。第1は，Iを一定とし，一定のIによってより
大きなuをあげる方法であり，第2は，反対に，uを一定とし，一定のuをよ
り少ないIで実かたう方法である。前考が，r教育投資の有効性の向上」であ
り，後老がr教育投資の能率性の向上」である・さらにかかるIとuを比較分
析する会計的手法が「教育投資の費用効果分析（Cost・Utility　Ana1ysis）であ
り，次のように定義することができる（宮川公男編著rPPBSの原理と分析』
有斐閣，昭和必年刊の定義を準用）。
　r教育投資の費用劾果分析とは，特定の教育目的を達成するための代替案に
っいて，それに要する教育投資とそれによって得られる教育成果とを評価・対
此して代替案の望まLさを知り，代替案の採否あるいは優先順位を明らかにす
る分析のことである。」
　費用劾果分析の2大課題は，イソクヅトの教育投資とアウトプットの教育効
果をいかに，認識・測定・評価するかにある。前者のために教育原価計算が実施
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され，後老のために教育効果測定が試みられる。費用効果分析において，効果を
金類以外の計量的尺度で測定する方式が費用有効度分析（Cost・E笛ectiveness
Analysis）であり，効果を金額で測定するのが，費用便益分析（Cost－Beneit
Analysis）である。費用効果分析において，Iとu，従ってEをいかに測定す
るかによって，次の3法を識別することができる。
①マクロ分析……一国の一年閻のGNPと同国の同期聞の教育関連投資を対比
　して，マクロ効率（たとえばGNP対教育投資比率）を測定する方式
②セミマクロ分析……一企業の一年間の売上高と同企業の同期閻の総教育投資
　を対比して，セミマクロ効率（たとえば売上高対教育投資比率）を測定する
　方式
③ミクロ分析……一企業の特定の教育プロジェクトについて，その開始から終
　結に至る全期問にえられる教育効果と当該プロジェクトの総教育投資を対比
　して，ミク回効率を測定する方式
　企業の経営教育における費用効果分析としては，マクロ分析やセミマクロ分
析では不十分であり，ミクロ分析を行なうよう努力すべきである。
3．教育原価計算の手続とその3段階
　教育投資の費用効果分析を実施するためには，第1に教育原価計算（Edu・
cational　Cost　A㏄omting）を試みなけれぱならない。教育原価計算は，形
態別原価計算→蔀門別原価計算→プロジェクト別原価計算の3段階を経て実施
される。その際使用すべき教育原価計算表の標準様式（スケルトソのみ）を掲
示Lてみれば，第2表のとおりである。
（1）形態別教育原価計算
　形態別教育原価計算は，一定期問（1年，半年叉は1か月）における教育費
を支出の形態別に分類・測定する手続で，教育原価計算の第1次の計算段階を
たしている。形態別計算では教育費を教育資材費，教育人件費及び教育経費に
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大別し，第3表のように細分す乱伝統的な財務会計においては，同表のうち
杜外支払料金（たとえば，②受講者用図書・教材購入費，⑥外部講師謝礼及び
⑫～⑬並びに⑮～⑳教育経費）だけが教育費として会計処理されていた。しか
し，教育原価計算としては，その他，①，③～⑤，⑦～⑪及び⑭のような杜内
消費額も，関連費目から抽出・集計しないと，教育費の総額を算定することは
できたい。そのため，第2表のI表を使用し，表側の財務会計上の費員を教育
活動との関係から直接教育費と間接教育費に二分する。ついで直接教育費（た
とえば社外支払料金）は教育資材費，教育人件費叉は教育経費に直接賦課し，
間接教育費（たとえば，⑩教育訓練受講者の給料・手当及び⑭杜内研修施設の
維持費）は，一定基準（たとえぼ，⑩は教育訓練時間，⑭は施設利用面積の比）
で教育費と非教育費に配賦する。直接教育費の賦課額と間接教育費の配賦額を
合計すると，総教育費が算定できる。
（2）都門別教育原価計算
　部門別教育原価計算は，形態別計算において把握された総教育費を，教育部
門別に分類・集計する手続で，教育原価計算の第2次の計算段階をなしている。
部門別計算では，教育部門を，研修機関（たとえぼ，企業内学校や研修所）と
研修部門（たとえば，人事都や研修部）と現場部門（たとえば，製造部，販売
部，本杜）に夫別する。ついで，第2表の皿表を使用し，工表で把握された教
育資材費，教育人件費，教育経費を各都門に配分する。このため，これらの教
育費を各教育都門との関係から部門個別費と部門共通費に二分し，部門個別費
（たとえば，⑧内部研修施設の従業員の給料・手当や⑭内部研修施設の維持費）
は当該都門に直接賦課し，部門共通費（たとえば，④教育訓練用教材制作費や
⑨教育訓練担当着の給料・手当）は関係各都門に一定の基準（たとえば，④は
教材配布割合，⑨は所要時間割合）で配賦する。最後に，部門個別費の賦課額
と部門共通費の配賦額を合計すると，各教育部門の総教育費が算定できる。
（3）プロジュクト別教育原価計算
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　プロジェクト別教育原価計算は，部門別計算において把握された総教育費を，
教育プ目ジェクト別に分類・集計する手続で，教育原価計算の第3次の計算段
階をたしている。プロジェクト別計算では，教育活動を主要ブ回ジェクト（たと
えぱ，新製品教育，現製品教育，原価低減教育，技能養成教育，教養向上教育）
に犬別する。ついで，第2表の皿表を使用し，］I表で把握された教育都門費を
各教育プロジェクトとの関係から直接プロジコ・クト費と間接ブロジェクト費に
二分する。直接プロジェクト費（特定の教育プロジェクトだけに個別に消費さ
れた教育費）は当該プロジェクトに直接賦課し，間接プ目ジェクト費（幾つか
の教育プロジェクトに共通して消費された教育費）は当該プロジェクトに一定
の基準で配賦する。最後に，直接プロジヱクト費の賦課額と間接プロジェクト
費の配賦額を合計すると，総ブロジェクト費が算定できるようになる。
4．教育投資の費用有効度分析の実施
　教育原価計算の次は，教育劾果測定（Educationa1Uti1ity　Measurements）
を行なって教育効果を計量的に測定することである。教育効果の発現形態は・
教育形態及び教育方法と密接改関係があるので，これらの相互関係を図示して
みると，第3図のとおりである。
　すなわち，教育形態としては，自己啓発，0JT（on－the・job　tra㎞ing：職場
訓練），杜内実習，杜内学校，杜外セミナー，国内外留学等が典型的であ私
教育方法としては，自己啓発では自己学習，OJTでは業務指導，杜内実習では
実技訓練，杜内学校では講義。演習，杜外セミナーでは講義受講，国内外留学
では学校教育の諸方式がそれぞれ主とLて使用される。
　これらの教育訓練の効果の発現形態は，教育の形態及び方法によって自ら相
違するが，基本的には，教育訓練→理解度→応用力→実践力→増収力→増益力
の煩で発現する。すなわち，教育訓練によって知識や技能の理解度が高まり，
それを特定の事象に応用することが可能となる。実務では，その応用能力をい
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第3図　教育の形態・方法と効果の発現
教育効果の発現形態
自己啓発 自己学習
O　J　T 業務指導
社内実習 実技訓練
社内学校． 講義・演習
社外セミナー 講義受講
国内外留学1 学校教育
そ　の他 その他
教育効果
費用・売上高分析
費用・利益分析
かに実践に。移すかが問われる。企業では，その結果は最終的には売上高の増犬
（叉は原価の低減）として実現する。かくして増収がはかられても企業利益が
増大しなければ，しょせん意味がなく，最終的には教育訓練の効果は，企業利
益の増犬として測定されなけれぱならない。しかし，教育訓練とこれらの各教
育成果との間には，長いタイムラッグと管理不能要素（たとえぽ，景気，市場，
競争，顧客の状況）が介在するため，教育訓練費と教育訓練効果を直結させ，
教育投資効率を純粋に抽出することが困難である。
　このような一定の隈界内で教育投資の費用有効度分析を実施するには，どう
すべきであろうか。たとえば，理解度は前後テストにより，応用力は討議や実
習により，実践カは勤務評定により，増収力は費用・売上高分析により，また
増益力は費用・利益分析によって，それぞれ評価することが考えられる。その
評価結果を計量的に表示する方式としては，点数法と解説法と記号法がある。
点数法は，最も良く知られた評価法で，たとえば，5点満点法であれば，5，
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4，3，2，1点で表示する。解説法であれぱ，たとえば，最上，良好，普通，不
良，最低のグレードで評価L，記号法では，これらをA，B，C，D，E叉は
十2，十1，0，一1，’2で表示する。
　間題は，それらをどう総合評価するかにある。
（1）点数法による総合評価法
　第4表に例示したように，最も基本的な加算法では，各評価要素の評価点を
単純に加算した総得点数で総合評価する。しかし，当例では25点満点中16点で，
総得点数の開きが余りなく，優劣の差が明確につけ難くなる。この欠点を排除
するには，違乗法を採用し，各成果の評価点を連乗させればよい。本例では満。
点3，125中180点となり，総得点のバラツキが極めて大となる。両法の中間策が
カロ乗法で，同一集団の評価点は加算し，異種集団の評価点は乗算する。すると
当例では，満点150点中48点となり，比較的中庸の総合評価がなされる。
第4表　点数法による総合評価
加算法
連乗法
加乗法
加重法
確率法
最高点
得　点
最高点
得点
最高点
得点
最高点
得　点
最高点
得　点
理
解
度
応
用
力
実
践
力
増
収
力
増
益
力
総
合
評
価
5＋5＋5＋　5　＋　5　宮　25
5＋3＋4＋　3　＋　1　コ　16
5×5x5x　5x　5　＝3，125
5x3x4x　3x　1　，180
（5　＋　　5　＋　　5）×　（5　　＋　　5）　＝　　150
（5＋3＋4）×（3　＋　1）二　48
5叫一5キ5＋5x2＋5x3＝　40
5＋　3＋　4＋3x2＋1x3＝　　21
5　＋　5　＋　5　＋5xO．8＋5xO，5＝　21．5
5　＋　　3　＋　　4　＋3×O．8＋1×O．5二　14．9
891
　36
　以上の譜法では，各評価要素を同一に取扱ったが，評価要素ごとにウエイト
を乗ずれぼより的確な総合評価が可能とな飢これが加重法であ飢当例では，
増収力を2倍のウエイト，増益力を3倍のウエイトで評価してい私さらに各
評価要素の評価に確率を織り込めば，総合評価繕果は一段と繕綴なものとなる。
これが確率法で，当例では，増収力には80劣，増益力には50％の確率を見込ん
でいる。もちろん以上の諸法は併用することもできる。
（2）グラフによる総合評価法
　総合評価結果は，点数法によらずグラフによって図示することもできる。そ
の1つはプロファイル・チャート（Proi1－Chart）法で，第4図のように各評価
第4図　プロファイル・チャート法
　　評価要評　　素価結果
最 良 並日 不 最
上 好 通 良 低
理解度
応用力
実践力
培収力
増益力
第5図　プ1コヅク法
評価要素書陥絡果 十2 十1 0 一1 一2
理解度
応用力
実践力
増収力
増益力
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第6図　スケール法
〈評価要素〉　　　　　〈評価結果〉
　　　　0　　1理解度
応用力
案践カ
増収力
増益力
2 3　　　4　　　5
第7図　　1ノーダーチャート法
　　　　　理解度
増
益
力
普
通 応
用
力
≒←2　一ト1　把　一1－2
増収力 実践カ
要素を最上，良好，普通，不良，最低の5段階で評価Lた緒果を折線で結び，
この折線の屈折の状況で総合評価を視覚に訴えて示す。第2にはブロック
（B1ock）法を使用することもできる。第5図のように，十2，十1，0，一1，
一2で評価し，評価ブロックを黒く塗りつぶL，この格子模様で総合観察する
方法がとられる。第3にスケーノし（Scale）法を利用するときは，第6図のよう
に，評価緒果を物指の目盛の長さで表示する方法がとられる。これらの図示の
方法と極めて相違するのは，第7図のレーダチャート（Radar　Chart）法であ
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る。ここでは，r普通」をOとした基準値の円を描き，これを基準として，十1，
十2叉は一1，一2の円を描き，各評価点を線で結ぶと航空レーダーに似た星
形の図カ層ける。この星形が塞準線より外側にあるほど良好，反対に内側にあ
るほど不良を表わす。以上では教育費を一定と仮定L，教育効果だげを計量表
示してきたが，教育費に相違があるプロジェクトについては，教育費と教育効
果を比較考慮して教育投資効率を定性的に評価すべきであ私
5．教育投資の費用便益分析の分析式
　前項のようにLて教育投資の費用有効度分析を実施し，定性分析によって教
育投資効率を評価してもまだ不十分である・さらに費用便益分析を試み，教育
投資効率を定量分析によって評価することが強く望まれる。このために実施さ
れるのが，教育投資の費用便益分析である。
　第8図のように，教育目的別に教育ブロジェクトを類別してみると，新製品
教育，現製品教育，原価低減教育，技能養成教育，教養向上教育，その他に大
　　　　　　　　　　第8図　教育目的別の費用効果分析
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別することができる。新製晶教育の効果は，最終的には新製品の製造・販売に
集約されるから，新製品売上高によって測定することができる。また現製品教
育の効果は，最終的には現製品の製造・販売に集約されるから，現製品売上高
によって測定することができる。さらにまた原価低減教育の効果は，最終的に
は作業・事務の合理化に集約されるから，原価低減額によって溺定することが
できる。それ故，以上の3ブロジェクトは，売上高叉は原価という金額で測定
しうるので，これらに対しては，費用便益分析が実施可能となる。
　これに対して，技能養成教育の効果は技能の修得・向上とな？て現われるが，
それらはテストによる前後法等費用有効度分析しか適用できない。また教養向
上教育は，教養の修得・向上目的しか有しないので，原則として費用有効度分
析を必要としない。
　それでは，新製品，現製品及び原価低滅の3教育プ目ジェクトに対して費用
便益分析を試みるには，どうしたらよいか。まず費用便益分析の基本式を一表
に要約してみると，第．5表のとおりである。つまり，A教育費を一定として教
育便益の多寡を求める方法（利益比較法），B教育便益を一定として教育費の
多寡を見る方法（費用比較法），C教育費と年平均教育便益の比率を比べる方
法（投資利益率），D教育費と全年総教育便益の指数を出す方法（利益指数法），
E教育費を年平均教育便益で回収できる年数を謁べる方法I（資金回収期間法）
がある。各方法にぱ，さらに非割引法（単純法）と割引法がある。将来発生す
る教育費叉は将来実現する教育便益を一定の資本コスト率で割引㌧て現在価値
（Presentマa1ue）に換算するのが割引法（discounted　method）であり，かか
る換算計算をしない単純法が非割引法である。もちろん非割引法より，割引法
の方が秀れている。
　利益比較法や費用比較法は，教育便益か教育費の何れか一方Lか対象とLた
いので不完全である。各年の教育便益が安定している時は投資刹益率法でもよ
いが，年々の教育便益に変動の存する時は利益指数法の方が良い。なお資金回
　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　895
40
第5表　教育投資の費用便益分析の基本式
非割引法 割　引　法
A　利益比較法　　回単純利益比較法　　図割引利益比較法
Σ口（円）
T
Σu缶
t＝1
型　　utΣt昌1（1＋K）t
B　費用比較法　　圃単純費用比較法　　囚割引費用比較法
ΣI（円）
T
ΣIt
t昌o
T　　ItΣt；o（1＋K）t
C　投資利益率法　圃単純投資利益率法　固割引投資利益率法
?
　　　（％）
Σ：I
it
T
Σ　I七
炉o
iio
工　　It
昌（1＋K）・
D　利益指数法　　回単純利益指数法　　固割引利益指数法
Σu（指数）
ΣI
T
Σ　1ユt
t＝1
T
Σ　I・
t，o
T　　utΣtr　（1＋K）t
グ　　ItΣ炉o（1＋K）t
E　資金回蚊期間法固単純資金国蚊期聞法囮割引資金回蚊期聞法
ΣI一　（年）u
T
ΣL
t＝0
ot
T　　　I七Σt＝o　（1＋K）t
行t
（注）　I：教育賓，口＝教育効果，K：資本コスト率　丁：教育プ官ジ品クトの年数，
　　t：丁期聞の各年
収期問法は，回収後の教育便益を考慮しないので，一種の便法でしかない。そ
れ故，原則として割引利益指数法（DiscomtedPro趾ability　Index　Method）
を使用すべきである。さらに理想的には，教育便益の予測には不確実性が介入
するので，同法に確率を加味することが必要である。教育便益は，売上高叉は
原価低減額で測定するが，それに一定率を乗じて利益に換算すれば，利益の形
で費用便益分析を行なうことができる。これが確率割引利益指数法（Discomt・
とd　hdbabilistic　Pro丘tability　Index　Method）であり，第6表の分析式を
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提唱Lたい。
第6表　確率割引利益指数法による
　　　教育投資の費用便益分析式
　　　　　　工　p士・St・α　　　　　　Σ　　　　　　t＝1　（1＋K）t
　　　E＝　　　　　　　T　　　It　　　　　　　Σ　　　　　　　tEo（1＋K）t
ただし，E：教育投資効率
　　　　I：教育費
　　　　S：新製品教育は新製品売上高
　　　　　現製品教育は現製品売上高
　　　　　原価低減教育は原価低滅額
　　　　P：Sの発生確率
　　　　α：新製品売上高は新製品の売上利益率
　　　　　現製品売上高は現製品の売上利益率
　　　　　原価低減額は100％
　　　K：資本コスト率（年率）
　　　T：S叉はIが発生する年数
　　　　t：丁期間中の各年
　なお教育投資の費用便益分析としては，以上のような総合分析だけではなく，
次のようた個別分析を試みることも有用である（このようた個別分析では，主
として投資利益率法か費用比較法が使用される）。
①教育用設傭投資の経済計算……杜外施設の賃借料と自杜施設の維持運営費
の差額と，当該投資額を対比する。
②教育機器による教育効果の測定計算一…・・教育機器の使用時と非使用時の費
用の差額と，当該投資額を対比する。
③杜外講師か杜内講師かの比較計算……杜外講師への支払報酬額と，同一資
質の議師を杜内で雇傭する際の人件費を対比する。
④社外教育か杜内教育かの比較計算……杜外の専門機関への派遺費と，同一
水準の教育を杜内で実施する際の総費用を対比する。
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